
第 1条(サービスの名称) 

株式会社 WOOROM.（以下「当社」という）が提供するインターネット等による会社設立に関

する情報提供サービスおよび起業支援サービスを 「新★会社設立くん」（以下「本サービ

ス」という。）と称します。 

 

第 2 条（目的） 

本サービスは、会社設立に関する情報提供および各種提携サービスの提供を通じて、会社

を設立したいという熱い志をもった個人、法人、団体等に早急に事業を軌道にのせていた

だくために、起業時に必要な情報の提供および起業時にかかるあらゆる初期投資の抑制に

寄与することを目的とします。 

本規約は、新★会社設立くんの利用について定めるものです。サービスのユーザーは、本

規約を遵守するものとします。 

 

 

第 3 条（登録手続き） 

ユーザーの登録手続きは、当社指定の登録フォームによりユーザーとなる本人（法人・団

体においては担当者）が行うものとします。代理による登録は認められません。  

ユーザー登録にあたっては、ユーザー自身に関する真実かつ正確な情報を提供するものと

します。  

 

第 4 条(申込の拒絶) 

ユーザーが次のいずれかに該当する場合で、ユーザーとして承認することを不適切と判断

した場合、ユーザーの登録を認めないことがあります。また、承認後であっても不適切と

判断した場合、承認の取消しを行うことがあります。ユーザー登録を認めなかった場合及

び承認の取消しを行った場合であっても当社はその理由を開示しません。 

(1) ユーザーが実在しない等、申込の際の申告事項に虚偽の事項が記入されている場合 

(2) 過去に当社で承認の取り消し等の処分を受けたことがある場合。 

(3) サービス料の支払いが滞っている場合、または過去に支払を滞ったことがある場合。 

(4) 申込の際に決済手段として当該ユーザーが届け出たクレジットカードが決済できない

状態の時 

(5)その他当社が不適格と判断した場合 

 



第 5条(提携サービス) 

1. ユーザーは、当サービスを経由して、電子定款作成サービス等の提携先からのサービス

(以下『提携サービス』という)を利用することが可能です。ただし提携サービスの利用に

係る契約は当社とではなく提携先の間で成立するものとします。  

2. ユーザーは、提携サービスは、提携先との契約であることを認識し、提携先が定める当

該提携サービスの利用条件や指示を遵守するものとします。 

3．ユーザーが当該利用条件又は提携先の指示に従わなかった場合、同時にこのユーザー規

約にも違反したものとみなします。  

4. 当社は、提携サービスの利用により発生したユーザーの損害(他者との間で生じたトラ

ブルに起因する損害を含む)及び提携サービスを利用できなかったことにより発生したユ

ーザーの損害に関し、一切責任を負いません。  

 

第 6 条(規約の変更) 

1．当社は、必要に応じて、ユーザーの了承を得ることなくユーザー規約を変更することが

あります。この場合、サービスの利用条件は、変更後のユーザー規約によります。 

2．当社から登録ユーザーへの通知は、法令等の規制がない限り、通知内容を電子メール、

書面又は当社ホームページに掲載するなど、当社が適当と判断する方法により行います。 
２  前項の通知は、本規約に特段の定めのない限り、電子メールの場合は、登録ユーザーの

メールサーバー上のメールボックスに記録された時、書面の場合は、登録ユーザーに到達

した時、ホームページへの掲載の場合は、掲載された時からその効力を生じます。 
 
第 7条(届出事項の変更) 

1．ユーザーは、当社に届け出た住所、氏名、連絡先等に変更があった場合、すみやかに当

社に届け出るものとします。 

2．ユーザーは、前項において、当社が定める手続きを行うものとします。 

3．ユーザーが前項に定める所定の手続きを行わないことにより、当社からの通知等が延着、

未到着であった場合、通常到着すべきときに到着したものとみなします。 

 

第 8条(データ等の削除) 

1.サービスの運営及び保守管理上の必要から、ユーザーへ事前通知をすることなく、ユー

ザーが登録したデータ等を削除することがあります。 

2.ユーザーがサービス利用において蓄積したデータ等が、当社がサービスごとに定める所

定の期間又は量を超えた場合、当社はユーザーに事前に通知することなく削除することが

あります。 

 

第 9 条(サービス提供の終了・中断・停止) 



1. 当社は、事業運営上やむを得ない場合は、ユーザーに何ら通知することなく、本サービ

スの全部もしくは一部を変更し、または、一時中断することがあります。 

2.本サービスのためのシステムの定期保守、更新ならびに緊急の場合において、システム

の重大な被害、天災･労働争議等､弊社の故意･重過失に起因しない要因により、当社が本サ

ービスの提供が困難と判断した場合本サービスを変更または一時停止、もしくは、終了す

ることができるものとします。 

3.本サービスの全部または一部を終了する場合においては、一定期間の通知を行います。 

 

第 10 条(ユーザーの利用制限および資格の取消し) 

1. 当社は、ユーザーが次の各号に定めるいずれかの事由に該当した場合、通知、催告等を

行わずにユーザー資格の取消し、本サービスの利用停止等の処置をとることができるもの

とします。なお、ユーザーは、ユーザー資格を取り消された場合、本サービスの利用がで

きなくなることに予め同意するものとします。  

(1) 当社に届け出た情報に虚偽があることが判明した場合 

(2) 第 7 条(届出事項の変更)を行わないなど、ユーザーの責めに帰すべき理由によりユー

ザーの所在が不明となり、当社からの連絡ができない場合 

(3)当該ユーザーの個人認証情報が第三者に無断で利用された可能性がある場合。 

(3)当社の業務が著しく支障をきたすような行為を繰り返した場合 

(4) その他当社がユーザーとして不適当と判断した場合。  

2. ユーザーがＩＤを複数個保有している場合において、当該ＩＤのいずれかが、使用の一

時停止又は強制退会処分の対象となったときは、当社は、当該ユーザーが保有する他のす

べてのＩＤの使用を一時停止とし、又は強制退会処分とすることができます。 

 

第 11 条 （損害賠償） 

 登録ユーザーが、故意又は過失により、本規約に定める登録ユーザーの義務に違反された

場合、当社は、これにより当社が被った損害について、賠償を求めることがあります。 

 
第 12 条(免  責) 

1. 当社及び提携先は、当社及び提携先が提供するデータ等を利用してユーザーが登録する

データ等について、一切責任を負いません。  

2. 当社又は提携先は、ユーザーが本サービスに蓄積していたデータ等が消失(本人による

削除は除く)し、又は他者により改ざんされた場合は、本件ユーザーがユーザー設備に蓄積

した情報が消失し、または第三者により改ざんされた場合は、技術的に可能な範囲で情報

の復旧に努めます。なお、その復旧への努力を以て、消失または改ざんに伴う本件ユーザ

ーまたは第三者からの損害賠償の請求を免れます。 

3.当社及び提携先の責任は、善良なる管理者の注意をもって、本サービスの提供に必要なサ



ービスおよび情報、その他設備の管理を行い、登録ユーザーに、本サービスを提供するこ

とに限られるものとします。 
4. 当社及び提携先は、サービスの利用により発生したユーザーの損害(第三者との間で生じ

たトラブルに起因する損害を含む)に対し、一切責任を負いません 
5.当社は、第９条により一時的に、本サービスの全部又は一部の提供を停止した際には、こ

れに起因する登録ユーザー又は第三者が被った損害に関し、本規約に別段の定めのある場

合を除き、一切責任を負いません。また、本サービスを利用するために登録ユーザーが準

備したインターネット接続環境またはインターネット接続端末に起因して本サービスの提

供がなされない場合には、当社はこれによる責任を負わないものとします。 
２  当社は、前項の各事由が発生した場合は、遅滞なく必要な対応をとり迅速にサービス再

開に努めるとともに、速やかに、登録ユーザーにその旨の通知をするものとします。 
 

第 12 条（損害賠償の制限） 

債務不履行責任、不法行為責任、その他法律上の請求原因の如何を問わず、本サービスに

関して、当社が登録ユーザーに対して負う損害賠償責任の範囲は、当社が本規約に違反し

たことが直接の原因で登録ユーザーに現実に発生した通常の損害に限定されるものとしま

す。 

 

第 13 条(個人情報の保護) 

ユーザーは、次の各号に示すユーザーの個人情報について、当社が必要な保護措置を講じ

たうえで利用することに同意するものとします。 

(1) 氏名、生年月日、住所、電話番号、メールアドレス、クレジットカードの情報等ユーザ

ー本人が申込時および申込後に届け出た事項 

(2) 本サービスにユーザーが入力したすべての事項 

 

第 14 条（準拠法及び合意管轄） 

1．本規約その他当社とユーザー間の一切の関係に関する準拠法は、すべて日本国法が適用

されるものとします。 

2．ユーザーは、本規約に基づく取引について紛争が生じた場合、当社および提携サービス

業者を管轄とする簡易裁判所及び地方裁判所を管轄裁判所とすることに同意するものとし

ます。 

 


